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議案第 1 号 

 

 

箱根町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用 

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供 

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

                      箱根町長 勝 俣 浩 行 

 

 

（提案理由） 

令和 5 年 6 月 9 日に行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和 5 年法律第 48 号）が公布さ

れたこと等に伴い、現行条例の一部を改正する必要があるので、本条例案を提

出するものである。 





箱根町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用  

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供  

に関する条例の一部を改正する条例 

 

箱根町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成 27 年

箱根町条例第 20 号）の一部を次のように改正する。 

 

 第 2 条に次の 2 号を加える。 

(5) 特定個人番号利用事務 法第 19 条第 8 号に規定する特定個人番号利用

事務をいう。 

(6) 利用特定個人情報 法第 19 条第 8 号に規定する利用特定個人情報をい

う。 

第 4 条第 1 項中「法別表第 2 の第 2 欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用

事務」に改め、同条第 3 項中「法別表第 2 の第 2 欄に掲げる事務」を「特定個

人番号利用事務」に、「同表の第 4 欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個

人情報」に改め、同項ただし書中「特定個人情報」を「利用特定個人情報」に

改める。 

別表第 1 町長の項中「重度障がい者医療証助成」を「箱根町重度障害者医療

費助成」に改める。 

別表第 2 を次のように改める。 

別表第 2(第 4 条関係) 

機関 事務 特定個人情報 

町長 箱根町重度障害者医療

費助成に関する事務で

あって町長が指定する

もの 

地方税関係情報であって町長が指

定するもの 

国民健康保険法（昭和33年法律第

192号）による医療に関する給付の

支給又は保険料の徴収に関する情

報（以下「国民健康保険給付関係

情報」という。）であって町長が

指定するもの 

神奈川県在宅重度障害 地方税関係情報であって規則で定 

  



者等手当支給条例によ

る市町村経由事務であ

って規則で定めるもの 

めるもの 

箱根町小児医療費助成

に関する事務であって

町長が指定するもの 

住民票関係情報であって町長が指

定するもの 

地方税関係情報であって町長が指

定するもの 

国民健康保険給付関係情報であっ

て町長が指定するもの 

箱根町ひとり親家庭等

医療費助成に関する事

務であって町長が指定

するもの 

住民票関係情報であって町長が指

定するもの 

地方税関係情報であって町長が指

定するもの 

国民健康保険給付関係情報であっ

て町長が指定するもの 

 

附 則 

この条例は、公布の日から起算して 6 月を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。ただし、別表第 1 及び別表第 2 の改正規定は、公布の日

から施行する。 

 



議案第 2 号 

 

 

   箱根町監査委員条例及び箱根町水道事業及び公共下水道事業の設    

   置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 箱根町監査委員条例及び箱根町水道事業及び公共下水道事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

  令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

 （提案理由） 

 地方自治法の一部を改正する法律（令和 5 年法律第 19 号）が令和 5 年 5 月 8

日に公布され、一部を除き令和 6 年 4 月 1 日から施行されることに伴い、現行

条例の一部を改正する必要があるので、本条例案を提出するものである。 

 

 





   箱根町監査委員条例及び箱根町水道事業及び公共下水道事業の設    

   置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 （箱根町監査委員条例の一部改正） 

第 1 条 箱根町監査委員条例（昭和 31 年箱根町条例第 6 号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第 2 条中「第 243 条の 2 の 2 第 3 項」を「第 243 条の 2 の 8 第 3 項」に改

める。 

 （箱根町水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第 2 条 箱根町水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（昭和 43

年箱根町条例第 15 号）の一部を次のように改正する。 

  第 6 条中「第 243 条の 2 の 2 第 8 項」を「第 243 条の 2 の 8 第 8 項」に改

める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

 





議案第 3 号 

 

 

箱根町防災会議条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 

箱根町防災会議条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

  

  

箱根町長 勝 俣 浩 行   

  

  

（提案理由）  

町の防災力を向上させることを目的とし、自衛隊員等を箱根町防災会議の委

員に追加するため、現行条例の一部を改正する必要があるので、本条例案を提

出するものである。 

 





箱根町防災会議条例の一部を改正する条例 

 

箱根町防災会議条例（昭和 39 年箱根町条例第 26 号）の一部を次のように改

正する。 

 

第 3 条第 5 項中第 8 号を第 9 号とし、第 2 号から第 7 号までを 1 号ずつ繰り

下げ、第 1 号の次に次の 1 号を加える。 

⑵ 陸上自衛隊の自衛官のうちから町長が委嘱する者 

第 3 条第 5 項に次の 1 号を加える。 

⑽ 前各号に掲げる者のほか、町長が必要と認める者 

第 3 条第 6 項中「24 人」を「25 人」に改め、同条第 7 項中「第 5 項第 7 号及

び第 8 号」を「第 5 項第 8 号から第 10 号まで」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 





議案第 4 号 

 

 

箱根町手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 箱根町手数料条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

  令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行 

 

 

（提案理由） 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令（令和 5 年

政令第 347 号）等が令和 5 年 12 月 6 日に公布されたことに伴い、現行条例の一

部を改正する必要があるので、本条例案を提出するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





箱根町手数料条例の一部を改正する条例 

 

箱根町手数料条例（平成 12 年箱根町条例第 3 号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 第 3 条第 2 項中「別表第 1 の 24 の項」を「別表第 1 の 27 の項」に改め、同

条第 4 項中「別表第 1 の 27 の項」を「別表第 1 の 31 の項」に、「の閲覧が」

を「を閲覧に供する事務については」に改める。 

 第 7 条第 2 項中「別表第 1 の 12 の項から 15 の項」を「別表第 1 の 14 の項か

ら 17 の項」に改める。 

別表第 1 の 1 の項中「第 120 条第 1 項」の次に「、第 120 条の 2 第 1 項」を

加え、「磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部若

しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同表中 34 の項を 36 の

項とし、同表の 33 の項中「（平成 14 年法律第 151 号）」を削り、同項を同表

の 35 の項とし、同表中 32 の項を 34 の項とし、同表の 31 の項中「の閲覧」を

「を閲覧に供する事務」に改め、同項を同表の 33 の項とし、同表中 30 の項を

32 の項とし、同表の 29 の項中「の閲覧」を「を閲覧に供する事務」に改め、

同項を同表の 31 の項とし、同表中 28 の項を 30 の項とし、7 の項から 27 の項

までを 2 項ずつ繰り下げ、同表の 6 の項中「の閲覧」を「又は同法第 120 条の

6第 1項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したものを閲覧に供する事務」

に、「書類 1 件」を「書類又は届書等情報の内容を表示したもの 1 件」に改め、

同項を同表の 8 の項とし、同表の 5 の項中「戸籍法第 48 条」を「戸籍法第 48

条第 1 項」に、「又は同法」を「、同法」に改め、「事項の証明書」の次に「又

は同法第 120条の 6第 1項の規定に基づく届書等情報の内容の証明書」を加え、

「法務省令」を「戸籍法施行規則（昭和 22 年司法省令第 94 号）」に改め、同

項を同表の 7 の項とし、同表中 4 の項を 5 の項とし、同項の次に次のように加

える。 

6 戸籍法第 120 条の 3 第 2 項の規定に基

づく除籍電子証明書提供用識別符号の

発行(情報通信技術を活用した行政の推

進等に関する法律第 7 条第 1 項の規定に

より電子情報処理組織を使用する方法 

除籍電子証明書提供

用識別符号 1件につき 

700 円 



(情報提供等記録開示システムを使用す

る方法（除籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行う場合にあっては、電子情報

処理組織により自動的に特定した当該

除籍電子証明書提供用識別符号を情報

提供等記録開示システムを通じて発行

する方法に限る。）に限る。以下この項

において同じ。）により除籍電子証明書

提供用識別符号の発行を行う場合(当該

発行に係る除籍電子証明書の請求が情

報通信技術を活用した行政の推進等に

関する法律第 6 条第 1 項の規定により電

子情報処理組織を使用する方法により

行われた場合に限る。)における当該発

行及び除籍電子証明書提供用識別符号

の発行に係る除籍電子証明書の請求を

行う者が同時に当該除籍電子証明書が

証明する事項と同一の事項を証明する

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は

除籍証明書の請求を行う場合における

当該発行を除く。) 

  

別表第 1 の 3 の項中「第 120 条第 1 項」の次に「、第 120 条の 2 第 1 項」を

加え、「磁気ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録されている事項

の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改め、同項を同表の

4 の項とし、同表の 2 の項の次に次のように加える。 

3 戸籍法第 120 条の 3 第 2 項の規定に基

づく戸籍電子証明書提供用識別符号の

発行(情報通信技術を活用した行政の推

進等に関する法律(平成 14 年法律第 151

号)第 7 条第 1 項の規定により同法第 6

条第 1 項に規定する電子情報処理組織 

戸籍電子証明書提供

用識別符号 1件につき 

400 円 



（以下この項及び 6 の項において「電子

情報処理組織」という。）を使用する方

法（行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律

（平成 25 年法律第 27 号）附則第 6 条第

3 項に規定する情報提供等記録開示シス

テム（以下この項及び 6の項において「情

報提供等記録開示システム」という。）

を使用する方法（戸籍電子証明書提供用

識別符号の発行を行う場合にあっては、

電子情報処理組織により自動的に特定

した当該戸籍電子証明書提供用識別符

号を情報提供等記録開示システムを通

じて発行する方法に限る。）に限る。以

下この項において同じ。）により戸籍電

子証明書提供用識別符号の発行を行う

場合(当該発行に係る戸籍電子証明書の

請求が情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律第 6 条第 1 項の規定

により電子情報処理組織を使用する方

法により行われた場合に限る。)におけ

る当該発行及び戸籍電子証明書提供用

識別符号の発行に係る戸籍電子証明書

の請求を行う者が同時に当該戸籍電子

証明書が証明する事項と同一の事項を

証明する戸籍の謄本若しくは抄本又は

戸籍証明書の請求を行う場合における

当該発行を除く。) 

  

 別表第 2 の 1 の表 3 の項(5)ア中「118 万円」を「145 万円」に改め、同項（5）

イ中「141 万円」を「172 万円」に改め、同項（5）ウ中「159 万円」を「192

万円」に改め、同項（5）エ中「195 万円」を「236 万円」に改め、同項（5）オ

中「227 万円」を「274 万円」に改め、同項（5）カ中「455 万円」を「564 万円」



に改め、同項（5）キ中「582 万円」を「724 万円」に改め、同項（5）ク中「707

万円」を「879 万円」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、令和 6 年 3 月 1 日から施行する。ただし、別表第 2 の改正規定

は、同年 4 月 1 日から施行する。 

 

 



議案第 5 号 

 

 

箱根町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。  

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

  箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

（提案理由） 

 第 9 期介護保険事業計画の計画期間となる令和 6 年度から令和 8 年度までの

期間に係る第 1 号被保険者の保険料率を定めるため、現行条例の一部を改正す

る必要があるので本条例案を提出するものである。 





   箱根町介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 箱根町介護保険条例（平成 12 年箱根町条例第 6 号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第 5 条第 1 項中「令和 3 年度から令和 5 年度」を「令和 6 年度から令和 8 年

度」に改め、同項第 1 号中「37,200 円」を「34,944 円」に改め、同項第 2 号中

「52,080 円」を「52,608 円」に改め、同項第 3 号中「55,800 円」を「52,992

円」に改め、同項第 4 号中「66,960 円」を「69,120 円」に改め、同項第 5 号中

「74,400 円」を「76,800 円」に改め、同項第 6 号中「89,280 円」を「92,160

円」に改め、同号イ中「又は第 11 号イ」を「、第 11 号イ又は第 12 号イ」に改

め、同項第 7 号中「96,720 円」を「99,840 円」に改め、同号ア中「200 万円」

を「210 万円」に改め、同号イ中「又は第 11 号イ」を「、第 11 号イ又は第 12

号イ」に改め、同項第 8 号中「111,600 円」を「115,200 円」に改め、同号ア中

「200 万円以上 300 万円」を「210 万円以上 320 万円」に改め、同号イ中「又は

第 11 号イ」を「、第 11 号イ又は第 12 号イ」に改め、同項第 9 号中「126,480

円」を「130,560 円」に改め、同号ア中「300 万円以上 400 万円」を「320 万円

以上 420 万円」に改め、同号イ中「又は第 11 号イ」を「、第 11 号イ又は第 12

号イ」に改め、同項第 10 号中「141,360 円」を「145,920 円」に改め、同号ア

中「400 万円以上 600 万円」を「420 万円以上 520 万円」に改め、同号イ中「又

は次号イ」を「、次号イ又は第 12 号イ」に改め、同項第 11 号中「156,240 円」

を「161,280 円」に改め、同号ア中「600 万円以上 800 万円」を「520 万円以上

620 万円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「又は次号イ」を加え、同

項第 12 号中「163,680 円」を「184,320 円」に改め、同号を同項第 13 号とし、

同項第 11 号の次に次の 1 号を加える。 

 ⑿ 次のいずれかに該当する者 176,640 円 

ア 合計所得金額が 620 万円以上 720 万円未満の者であり、かつ、前各号

のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの(令第

39 条第 1 項第 1 号イ(⑴に係る部分を除く。)に該当する者を除く。) 

第 5 条第 2 項中「令和 3 年度から令和 5 年度」を「令和 6 年度から令和 8 年



度」に、「22,320 円」を「21,888 円」に改め、同条第 3 項中「令和 3 年度から

令和 5 年度」を「令和 6 年度から令和 8 年度」に、「22,320 円」を「21,888 円」

に、「37,200 円」を「37,248 円」に改め、同条第 4 項中「令和 3 年度から令和

5 年度」を「令和 6 年度から令和 8 年度」に、「22,320 円」を「21,888 円」に、

「52,080 円」を「52,608 円」に改める。 

第 7 条第 3 項中「若しくは第 11 号イ」を「、第 11 号イ若しくは第 12 号イ」

に、「第 11 号まで」を「第 12 号まで」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  改正後の第 5 条及び第 7 条第 3 項の規定は、令和 6 年度以後の年度分の保

険料について適用し、令和 5 年度分までの保険料については、なお従前の例

による。 



議案第 6 号 

 

 

箱根町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関 

する基準等を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

（提案理由） 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改

正する省令（令和 6 年厚生労働省令第 16 号）が令和 6 年 1 月 25 日に公布され、

同令の指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成 18 年厚生労働省令第 34 号）の一部を改正する規定が令和 6 年 4 月 1 日から

施行されることに伴い、現行条例の一部を改正する必要があるので、本条例案

を提出するものである。 





箱根町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関  

する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

 箱根町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例(平成 24 年箱根町条例第 23 号)の一部を次のように改正する。 

 

第 6 条第 5 項第 5 号中「第 65 条」を「第 65 条第 1 項」に改め、同項中第 11

号を削り、第 12 号を第 11 号とし、同条第 6 項ただし書中「当該定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所」を「当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所」に、「施設」を「敷地」に改める。 

第 7 条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第 24 条中第 9 号を第 11 号とし、第 8 号を第 10 号とし、第 7 号の次に次の 2

号を加える。 

(8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘

束等」という。）を行ってはならない。 

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。  

第 34 条第 1 項中「重要事項」の次に「(以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第 2 項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

3 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項を

ウェブサイトに掲載しなければならない。 

第 42 条第 2 項第 2 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第 7

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 8 号とし、同項

第 6 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 7 号とし、

同項第 5 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 6 号と

し、同項第 4 号の次に次の 1 号を加える。 

(5) 第 24 条第 9 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第 47 条第 3 項ただし書中「当該夜間対応型訪問介護事業所」を「当該指定夜



間対応型訪問介護事業所」に改め、同条第 4 項中第 11 号を削り、第 12 号を第

11 号とし、同条第 5 項ただし書及び第 6 項中「当該夜間対応型訪問介護事業所」

を「当該指定夜間対応型訪問介護事業所」に改める。 

 第 48 条ただし書中「同一敷地内の」を削る。 

 第 51 条中第 7 号を第 9 号とし、第 6 号を第 8 号とし、第 5 号を第 7 号とし、

第 4 号の次に次の 2 号を加える。 

(5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。  

第 58 条第 2 項第 2 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第 5

号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 6 号とし、同項

第 4 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 5 号とし、

同項第 3 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 4 号と

し、同項第 2 号の次に次の 1 号を加える。 

(3) 第 51 条第 6 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第 59 条の 4 ただし書中「指定地域密着型通所介護事業所の管理上」を「当該

管理者は、指定地域密着型通所介護事業所の管理上」に改め、「同一敷地内にあ

る」を削る。 

第 59 条の 9 中第 6 号を第 8 号とし、第 5 号を第 7 号とし、第 4 号の次に次の

2 号を加える。 

(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用

者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。  

 第 59 条の 19 第 2 項第 2 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第 6 号を同項第 7 号とし、同項第 5 号中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同号を同項第 6 号とし、同項第 4 号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第 5 号とし、同項第 3 号中「に規定する」を「の規定



による」に改め、同号を同項第 4 号とし、同項第 2 号の次に次の 1 号を加える。 

(3) 第 59 条の 9 第 6 号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録  

第 59 条の 20 の 3 中「同項第 3 号」を「同項第 4 号」に、「同項第 4 号」を「同 

項第 5 号」に改める。 

第 59 条の 24 第 1 項ただし書中「指定療養通所介護事業所の管理上」を「当

該管理者は、指定療養通所介護事業所の管理上」に改め、「同一敷地内にある」

を削る。 

 第 59 条の 30 中第 5 号を第 7 号とし、第 4 号を第 6 号とし、第 3 号を第 5 号

とし、第 2 号の次に次の 2 号を加える。 

(3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

第 59 条の 37 第 2 項第 3 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第 7 号を同項第 8 号とし、同項第 6 号中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同号を同項第 7 号とし、同項第 5 号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第 6 号とし、同項第 4 号中「に規定する」を「の規定

による」に改め、同号を同項第 5 号とし、同項第 3 号の次に次の 1 号を加える。 

(4) 第59条の30第4号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第 62 条第 1 項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第 63 条第 4 項中「当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者に係

る指定を行った市町村長」を「町長」に改める。 

第65条第2項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部を改正す

る法律（平成18年法律第83号）第26条の規定による改正前の法第48条第1項第3

号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

 第66条第1項中「同一敷地内にある」を削る。 

 第70条中第6号を第8号とし、第5号を第7号とし、第4号の次に次の2号を加え

る。 

(5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利



用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行ってはならない。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。  

 第71条第1項中「及び次条」を削る。 

 第79条第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第6号を

同項第7号とし、同項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第5号とし、同項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第4号とし、同項第2号の次に次の1号を加える。 

(3) 第70条第6号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第82条第6項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施

設等のいずれかが併設されている場合の項中「、指定介護療養型医療施設（医

療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第4号に規定する療養病床を有する診

療所であるものに限る。）」を削る。 

 第83条第1項ただし書を次のように改める。 

ただし、当該管理者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、

又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。  

 第 83 条第 3 項中「第 112 条」の次に「、第 192 条第 3 項」を加える。 

 第92条第5号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条第6号中「前項」を「前

号」に改め、同条中第8号を第9号とし、第7号を第8号とし、第6号の次に次の1

号を加える。 

(7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を3月に1回以上開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を

図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 



ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。 

 第106条の次に次の1条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の設置） 

第106条の2 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生

産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負

担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 第107条第2項第3号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第111条第1項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定

小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所」を削る。 

 第121条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等によ

り」を削る。 

 第125条中第3項を第8項とし、第2項を第7項とし、第1項の次に次の5項を加え

る。 

2 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関

を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう

に努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった

場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療

機関の名称等を、町長に届け出なければならない。 

4 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第6条第17項に規定する第2



種協定指定医療機関（以下「第2種協定指定医療機関」という。）との間で、

新興感染症（同条第7項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第8項

に規定する指定感染症又は同条第9項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）

の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

5 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協定指定医

療機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

6 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医

療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場

合においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入

居させることができるように努めなければならない。 

 第127条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第128条中「及び第104条」を「、第104条及び第106条の2」に改める。 

 第130条第7項中第2号を削り、第3号を第2号とし、同条に次の1項を加える。 

11 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第1項第2号アの規定

の適用については、当該規定中「1」とあるのは、「0.9」とする。 

(1) 第149条において準用する第106条の2に規定する委員会において、利用

者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため

の取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項

の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保  

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号におい

て「介護機器」という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

(2) 介護機器を複数種類活用していること。 

(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図

るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。 

(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図

る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われている



と認められること。 

第131条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 第147条中第2項を第7項とし、第1項の次に次の5項を加える。 

2 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定

めるように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

3 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、

協力医療機関の名称等を、町長に届け出なければならない。 

4 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第2種協定指定医療機関

との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければな

らない。 

5 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協

定指定医療機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。  

6 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機関そ

の他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能と

なった場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やかに入居さ

せることができるように努めなければならない。 

 第148条第2項第2号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第149条中「及び第99条」を「、第99条及び第106条の2」に改める。 

 第151条第8項第3号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支援専門員

（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

 第152条第1項第6号中「医療法」の次に「（昭和23年法律第205号）」を加え

る。 

 第165条の2中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該医師及

び当該協力医療機関」を加え、同条に次の1項を加える。 



2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協力を

得て、1年に1回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、必要に応

じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

 第166条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第167条第5号及び第6号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録す

る」を「の記録を行う」に改め、同条第7号中「に規定する」を「の規定による」

に、「記録する」を「の記録を行う」に改める。 

第172条の見出しを「(協力医療機関等)」に改め、同条第1項中「入院治療を

必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるため」に、「協

力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第3号の要件を満た

す協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改め、同項に次のただし書及び

各号を加える。 

ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号

の要件を満たすこととしても差し支えない。 

(1) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合

において診療を行う体制を、常時確保していること。 

(3) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、

入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確

保していること。 

 第172条中第2項を第6項とし、第1項の次に次の4項を加える。 

2 指定地域密着型介護老人福祉施設は、1年に1回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の

名称等を、町長に届け出なければならない。 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第2種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

4 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第2種協定指定医療機

関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

5 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機



関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合に

おいては、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させる

ことができるように努めなければならない。 

 第176条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第177条中「及び第59条の17第1項から第4項まで」を「、第59条の17第1項か

ら第4項まで及び第106条の2」に改める。 

 第187条中第5項を第6項とし、第4項の次に次の1項を加える。 

5 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施設の

管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

 第189条中「第4項まで」の次に「、第106条の2」を加える。 

 第191条第7項中第4号を削り、第5号を第4号とする。 

 第192条第1項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第7項各号に掲げる施設等」を削

る。 

 第197条の見出し及び同条中「看護小規模多機能型居宅介護従業者の」を「指

定看護小規模多機能型居宅介護の」に改め、同条第1号中「療養上の管理の下で

」を「当該利用者の居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短

期間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な

診療の補助を」に改め、同条中第11号を第12号とし、第7号から第10号までを1

号ずつ繰り下げ、第6号の次に次の1号を加える。 

(7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を3月に1回以上開催す

るとともに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護従業者に

周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施すること。 

 第201条第2項第3号及び第6号から第9号までの規定中「に規定する」を「の規

定による」に改める。 



 第202条中「及び第106条」を「、第106条及び第106条の2」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

2 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間は、改正後の箱根町指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（以下「新条例」という。）第34条第3項（新条例第59条、第59条の20、第59

条の20の3、第59条の38、第80条、第108条、第128条、第149条、第177条、第

189条及び第202条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

同項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重

要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」と

する。 

 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

3 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間は、新条例第92条第7号及

び第197条第7号の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」

とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

4 この条例の施行の日から令和9年3月31日までの間は、新条例第106条の2（新

条例第128条、第149条、第177条、第189条及び第202条において準用する場合

を含む。）の規定の適用については、新条例第106条の2中「しなければ」とあ

るのは、「するよう努めなければ」とする。 

 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

5 この条例の施行の日から令和9年3月31日までの間は、新条例第172条第1項（

新条例第189条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同

項中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」と

する。 



議案第 7 号 

 

 

箱根町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

（提案理由） 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改

正する省令（令和 6 年厚生労働省令第 16 号）が令和 6 年 1 月 25 日に公布され、

同令の指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準（平成 18 年厚生労働省令 36 号）の一部を改正する規定が令和 6 年

4 月 1 日から施行されることに伴い、現行条例の一部を改正する必要があるの

で、本条例案を提出するものである。 





 

箱根町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び 

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた 

めの効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改 

正する条例 

 

箱根町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例(平成24年箱根町条例第24号)の一部を次のように

改正する。 

 

第6条第1項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第7条第4項中「当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者に係る指定を行った市町村長」を「町長」に改める。 

 第9条第2項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法

律（平成18年法律第83号）附則第130条の2第1項の規定によりなおその効力を有

するものとされた同法第26条の規定による改正前の法第48条第1項第3号に規定

する指定介護療養型医療施設をいう。第44条第6項において同じ。）の運営（同

条第7項」を「健康保険法等の一部を改正する法律(平成18年法律第83号)第26

条の規定による改正前の法第48条第1項第3号に規定する指定介護療養型医療施

設の運営（第44条第7項」に改める。 

第10条第1項中「同一敷地内にある」を削る。 

第32条第1項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第2項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の1項を加える。 

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェ

ブサイトに掲載しなければならない。 

 第40条第2項第2号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第6号を

同項第7号とし、同項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第5号とし、同項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第4号とし、同項第2号の次に次の1号を加える。 

 (3) 第42条第11号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限する



 

行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 第42条第14号中「第12号」を「第14号」に改め、同号を同条第16号とし、同

条中第13号を第15号とし、第10号から第12号までを2号ずつ繰り下げ、第9号の

次に次の2号を加える。 

 (10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者

又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

 (11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

 第44条第6項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に

掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中「、指定介護療養型医療

施設(医療法(昭和23年法律第205号)第7条第2項第4号に規定する療養病床を有

する診療所であるものに限る。)」を削る。 

 第45条第1項ただし書を次のように改める。 

  ただし、当該管理者は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の

他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる

ものとする。 

 第53条第1項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体

的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の1項を加える。 

3 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）を3月に1回以上開催すると

ともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図るこ

と。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 

 第63条の次に次の1条を加える。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する



 

方策を検討するための委員会の設置） 

第63条の2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の

向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービ

スの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催

しなければならない。 

 第64条第2項第3号から第7号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

第72条第1項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小

規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

第79条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等によ

り」を削る。 

 第83条中第3項を第8項とし、第2項を第7項とし、第1項の次に次の5項を加え

る。 

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力

医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定

めるように努めなければならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応

を行う体制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求め

があった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。  

3 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、1年に1回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、

協力医療機関の名称等を、町長に届け出なければならない。 

4 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）第6条第17項に規

定する第2種協定指定医療機関（次項において「第2種協定指定医療機関」と

いう。）との間で、新興感染症（同条第7項に規定する新型インフルエンザ

等感染症、同条第8項に規定する指定感染症又は同条第9項に規定する新感染

症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めな



 

ければならない。 

5 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第2種協

定指定医療機関である場合においては、当該第2種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。  

6 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関そ

の他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能と

なった場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所に速やかに入居させることができるように努めなければならない。 

第85条第2項第2号から第6号までの規定中「に規定する」を「の規定による」

に改める。 

 第86条中「及び第61条」を「、第61条及び第63条の2」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

2 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間は、改正後の箱根町指定地

域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準等を定める条例（以下「新条例」という。）第32条第3項（新条例第65

条及び第86条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同

項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項

をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」とする。 

 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

3 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間は、新条例第53条第3項の

規定の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう

努めなければ」とする。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

4 この条例の施行の日から令和9年3月31日までの間は、新条例第63条の2（新

条例第86条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、新条

例第63条の2中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 



議案第 8 号 

 

 

箱根町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護 

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する 

基準等を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

（提案理由） 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改

正する省令（令和 6 年厚生労働省令第 16 号）が令和 6 年 1 月 25 日に公布され、

同令の指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省

令第 37 号）の一部を改正する規定が令和 6 年 4 月 1 日から施行されることに伴

い、現行条例の一部を改正する必要があるので、本条例案を提出するものであ

る。 





箱根町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護 

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する 

基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

 箱根町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 (平

成 26 年箱根町条例第 30 号)の一部を次のように改正する。 

 

第 5 条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」と

いう。）」を削り、同条に次の 1 項を加える。 

2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る

事業所ごとに 1 以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の介

護支援専門員を置かなければならない。 

第 6 条第 1 項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以

下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第 2 項中「前項に規定

する」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が前

項の規定により置く」に改め、同条に次の 2 項を加える。 

3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第 1 項の規定に

より置く管理者は、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140

条の 66 第 1 号イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下この項において「主

任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、主任介護支援専

門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場合については、

介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第 1 項に規定する管理者と

することができる。 

4 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、

次に掲げる場合は、この限りでない。 

(1) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の職

務に従事する場合 

(2) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護予防

支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

第 7 条第 2 項中「利用申込者」を「利用者」に改め、同条第 3 項中「利用申



込者」を「利用者」に改め、「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者で

ある指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及

び次章において同じ。）」を加える。 

 第 13 条に次の 2 項を加える。 

2 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料の

ほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問し

て指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者か

ら受けることができる。 

3 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定する

費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその

家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同

意を得なければならない。 

 第 15 条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者」に改め、同条第 1 号中「（平成 11 年厚生省令第

36 号）」を削り、同条第 4 号中「規定」の次に「（第 33 条第 29 号の規定を除く。）」

を加える。 

 第 24 条第 1 項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第 2 項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

3 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載し

なければならない。 

  第 31 条第 2 項第 2 号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第 5 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 6 号とし、

同項第 4 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 5 号と

し、同項第 3 号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第 4

号とし、同項第 2 号の次に次の 1 号を加える。 

(3) 第 33 条第 2 号の 3 の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限

する行為（同条第 2 号の 2 及び第 2 号の 3 において「身体的拘束等」とい

う。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録 

第 33 条第 2 号の次に次の 2 号を加える。 

(2)の 2 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者



等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならない。 

(2)の 3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

 第 33 条第 16 号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者の

状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号ウを

同号オとし、同号イ中「月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話装置

等を活用して利用者に面接する月を除く。）」を加え、同号イを同号エとし、同

号アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこ

と。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提供を

開始する月の翌月から起算して 3 月ごとの期間（以下この号において単

に「期間」という。）について、少なくとも連続する 2 期間に 1 回、利

用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間

において、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接することができ

る。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書によ

り利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の

医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

a 利用者の心身の状況が安定していること。 

b 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができ

ること。 

c 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把握 

できない情報について、担当者から提供を受けること。  

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化が

 あったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

 第 33 条に次の 1 号を加える。 

(29) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第 115

条の 30の 2第 1項の規定により町長から情報の提供を求められた場合には、

その求めに応じなければならない。 



 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

2 この条例の施行の日から令和 7 年 3 月 31 日までの間は、改正後の箱根町指

定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（以下「新

条例」という。）第 24 条第 3 項（新条例の第 35 条において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防支援事業者は、原則と

して、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削

除」とする。 

 



議案第 9 号 

 

 

箱根町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等  

を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

（提案理由） 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改

正する省令（令和 6 年厚生労働省令第 16 号）が令和 6 年 1 月 25 日に公布され、

同令の指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(平成 11 年厚生

省令第 38 号)の一部を改正する規定が令和 6 年 4 月 1 日から施行されることに

伴い、現行条例の一部を改正する必要があるので、本条例案を提出するもので

ある。 





箱根町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等 

を定める条例の一部を改正する条例 

 

 箱根町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条

例（平成 30 年箱根町条例第 17 号）の一部を次のように改正する。 

 

 第4条第4項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援セン

ター」という。）」を加える。 

 第5条第2項中「が35」を「（当該指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支

援事業者の指定を併せて受け、又は法第115条の23第3項の規定により地域包括

支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者から委託を受けて、当該

指定居宅介護支援事業所において指定介護予防支援（法第58条第1項に規定する

指定介護予防支援をいう。以下この項及び第16条第29号において同じ。）を行

う場合にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該

事業所における指定介護予防支援の利用者の数に3分の1を乗じた数を加えた数。

次項において同じ。）が44」に改め、同条に次の1項を加える。 

3  前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民

健康保険中央会（昭和34年1月1日に社団法人国民健康保険中央会という名称

で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事業者

及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居宅サ

ービス計画（法第8条第24項に規定する居宅サービス計画をいう。以下同じ。）

の情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、事務職員を配置

している場合における第1項に規定する員数の基準は、利用者の数が49又はそ

の端数を増すごとに1とする。 

 第6条第3項第2号中「同一敷地内にある」を削る。 

 第7条第2項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」を加え、

「（法第8条第24項に規定する居宅サービス計画をいう。以下同じ。）」及び、

「、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計

画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護

（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居

宅サービス計画の数が占める割合、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所にお

いて作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう



ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によっ

て提供されたものが占める割合」を削り、同条第8項を同条第9項とし、同条第7

項中「第4項の」を「第5項の」に改め、同項第1号中「第4項各号」を「第5項各

号」に改め、同項を同条第8項とし、同条第6項中「第4項第1号」を「第5項第1

号」に改め、同項を同条第7項とし、同条第5項を同条第6項とし、同条第4項中

「第7項」を「第8項」に改め、同項を同条第5項とし、同条第3項を同条第4項と

し、同条第2項の次に次の1項を加える。 

3  指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、前6月間に当該指定居宅介護支援事業所

において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」

という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及

び前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス

計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービ

ス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占め

る割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

第16条第2号の次に次の2号を加える。 

(2)の2 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

を行ってはならない。 

(2)の3 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならな

い。 

第16条第14号中「医師若しくは歯科医師」を「医師等」に改め、同条第15号

ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウとし、アの次に次のよ

うに加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行うこ

と。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも2月に1

回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者の居宅を

訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接

することができるものとする。 



(ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書によ

り利用者の同意を得ていること。 

(ｲ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の

医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

a  利用者の心身の状況が安定していること。 

b  利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができ

ること。 

c  介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングで

は把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

 第16条第29号中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設

置者である指定介護予防支援事業者」に改める。 

第25条第1項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事項」

という。）」を加え、同条第2項中「前項に規定する事項」を「重要事項」に、

「同項」を「前項」に改め、同条に次の1項を加える。 

3  指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載

しなければならない。 

第32条第2項第5号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項

第6号とし、同項第4号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同

項第5号とし、同項第3号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第4号とし、同項第2号の次に次の1号を加える。 

(3) 第16条第2号の3の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

2 この条例の施行の日から令和7年3月31日までの間は、改正後の箱根町指定居

宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新

条例」という。）第25条第3項（新条例第33条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、同項中「指定居宅介護支援事業者は、原則として、

重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」



とする。 



議案第 10 号 

 

 

箱根町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子 

ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部 

を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を別紙の

ように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

（提案理由） 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援

施設等の運営に関する基準（平成 26 年内閣府令第 39 号）の一部が改正された

こと等に伴い、現行条例の一部を改正する必要があるので、本条例案を提出す

るものである。 





箱根町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子 

ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部 

を改正する条例 

 

箱根町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育

て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成26年箱根町条例第22号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第 13 条第 4 項第 3 号イ中「以下イ」を「以下このイ」に改める。 

第 15 条第 1 項第 2 号中「同条第 11 項」を「同条第 10 項」に改め、同項第 4

号中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

第 23 条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければならない」

を「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によ

って直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行

うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に

供しなければならない」に改める。 

第 36 条第 3 項中「第 6 条第 2 項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定こ

ども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・

保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。以下この項において同

じ。）」と、」を加え、「、第 13 条第 2 項」を「、「同号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員」とあるのは「同条第１号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員」と、第 13 条第 2 項」に改める。 

第 37 条第 1 項中「第 28 条」を「第 27 条」に、「同省令第 31 条」及び「同省

令第 33 条」を「同条」に改める。 

第 44 条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

第 52 条第 3 項中「限る。)」と」の次に「、「法第 29 条第 3 項第 2 号に掲げ

る額」とあるのは「法第 30 条第 2 項第 3 号に規定する市町村が定める額」と」

を加える。 

 第 62 条第 2 項第 2 号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに

準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁

的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

 



附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 23 条の改正規定は、令和 6

年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

 



議案第 11 号 

 

 

箱根町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

箱根町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

（提案理由） 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第

61 号）の一部改正に伴い、現行条例の一部を改正する必要があるので、本条例

案を提出するものである。 

 





箱根町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例 

 

箱根町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26

年箱根町条例第24号)の一部を次のように改正する。 

 

 第25条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 





議案第 12 号 

 

 

   箱根町国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 箱根町国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

 

  令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

                  箱根町長 勝 俣 浩 行 

 

 

（提案理由） 

 全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律（令和 5 年法律第 31 号）が令和 5 年 5 月 19 日に公布され、

その一部が令和 6 年 4 月 1 日から施行されること及び国民健康保険法施行令の

一部を改正する政令（令和 6 年政令第 17 号）が令和 6 年 1 月 26 日に公布され、

令和 6 年 4 月 1 日から施行されることに伴い、現行条例の一部を改正する必要

があるので、本条例案を提出するものである。 

 

 

 

 

 

 

 





   箱根町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 箱根町国民健康保険条例（昭和 34 年箱根町条例第 3 号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第 4 条の 3 を次のように改める。 

第 4 条の 3 削除 

 第 9 条の 3 の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保険

者(法附則第 7 条第 1 項に規定する退職被保険者等(以下「退職被保険者等」と

いう。)以外の被保険者をいう。以下同じ。)に係る」を削り、同条第 1 号ア中

「(一般被保険者に係るものに限る。)」を削り、同号イ中「附則第 22 条」を「附

則第 7 条」に改め、「神奈川県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに

限り、」を削り、同号カ中「退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の

額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事

療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特

別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の

額並びに神奈川県が行う国民健康保険の一般被保険者に係る」及び「及び退職

被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用」を削り、同

条第 2 号イ中「附則第 22 条」を「附則第 7 条」に改め、同号ウ中「(エにおい

て「国民健康保険保険給付費等交付金」という。) (退職被保険者等の療養の給

付等に要する費用(法附則第 22 条の規定により読み替えられた法第 70 条第 1

項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。以下同じ。)に係るものを除

く。)」を削り、同号エ中「法附則第 9 条第 1 項の規定により読み替えられた」

及び「並びに国民健康保険保険給付費等交付金(退職被保険者等の療養の給付

等に要する費用に係るものに限る。)」を削る。 

 第 10 条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第 1 項中「一般被保

険者に係る」を削り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」に改め、「(一

般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一

般被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額)」を削る。 

 第 11 条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第 1 項中「一般被保

険者」を「被保険者」に、「第 17 条の 4 に」を「第 17 条の 4 第 1 項第 1 号に」

に改める。 



 第 13 条の見出し及び同条第 1 項中「一般被保険者に係る」を削り、同項第 2

号及び第 3 号ア中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第 13 条の 2 から第 13 条の 5 の 2 までを次のように改める。 

第 13 条の 2 から第 13 条の 5 の 2 まで 削除 

 第 13 条の 6 中「又は第 13 条の 2」及び「(一般被保険者と退職被保険者等が

同一の世帯に属する場合には、第 10 条の基礎賦課額と第 13 条の 2 の基礎賦課

額との合算額をいう。第 16 条及び第 17 条の 4 第 1 項において同じ。)」を削

る。 

 第 13 条の 6 の 2 の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額」を「後期高齢者支援金等賦課額」に

改め、同条第 1 号中「であって、神奈川県が行う国民健康保険の一般被保険者

に係るもの」を削り、同条第 2 号ア中「附則第 22 条」を「附則第 7 条」に改

め、同号イ中「法附則第 9 条第 1 項の規定により読み替えられた」を削る。 

 第 13 条の 6 の 3 の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被

保険者につき」を「被保険者につき」に改め、「(一般被保険者と退職被保険者

等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯と

みなして算定した世帯別平等割額)」を削る。 

 第 13 条の 6 の 4 の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被

保険者」を「被保険者」に改める。 

 第 13 条の 6 の 6 の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第 1 項中

「一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額」を「後期高齢者支援金等賦

課額」に改め、同項各号中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

 第 13 条の 6 の 7 から第 13 条の 6 の 11 までを次のように改める。 

第 13 条の 6 の 7 から第 13 条の 6 の 11 まで 削除 

 第 13 条の 6 の 12 中「又は第 13 条の 6 の 7」及び「(一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合には、第 13 条の 6 の 3 の後期高齢者支援

金等賦課額と第 13 条の 6 の 7 の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。

第 16 条及び第 17 条の 4 第 1 項において同じ。)」を削り、「22 万円」を「24

万円」に改める。 

 第 13 条の 7 第 2 号ア中「附則第 22 条」を「附則第 7 条」に改め、同号イ中

「法附則第 9 条第 1 項の規定により読み替えられた」を削る。 

第 16 条中「、第 13 条の 2、第 13 条の 6 の 3 若しくは第 13 条の 6 の 7」を



「若しくは第 13 条の 6 の 3」に改め、「若しくは第 13 条の 5」を削る。 

第 17 条の 4 第 1 項中「又は第 13 条の 2」を削り、同項第 2 号中「29 万円」

を「29 万 5 千円」に改め、同項第 3 号中「53 万 5 千円」を「54 万 5 千円」に

改め、同条第 3 項中「又は第 13 条の 2」及び「又は第 13 条の 6 の 7」を削り、

「22 万円」を「24 万円」に改め、同条第 4 項中「又は第 13 条の 2」を削る。 

第 17 条の 7 第 1 項及び第 2 項第 1 号中「又は第 13 条の 5」を削り、同条第

4 項中「又は第 13 条の 5」及び「又は第 13 条の 6 の 10」を削る。 

第 17 条の 8 第 1 項及び第 2 項中「又は第 13 条の 2」を削り、同条第 4 項中

「又は第 13 条の 2」及び「又は第 13 条の 6 の 7」を削り、「22 万円」を「24

万円」に改め、同条第 5 項中「又は第 13 条の 2」を削る。 

  

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の箱根町国民健康保険条例の規定は、令和 6 年度以

後の年度分の保険料について適用し、令和 5 年度分までの保険料については、

なお従前の例による。 





議案第 13 号 

 

 

箱根町水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 箱根町水道事業給水条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。  

 

 

  令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行   

 

 

 （提案理由） 

 生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律（令和

5 年法律第 36 号）が公布されたことに伴い、現行条例の一部を改正する必要が

あるので、本条例案を提出するものである。 

 





   箱根町水道事業給水条例の一部を改正する条例 

    

 箱根町水道事業給水条例（平成 10 年箱根町条例第 1 号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第 6 条、第 42 条第 2 項ただし書及び第 45 条第 1 号中「第 16 条の 2 第 3 項の

厚生省令」を「第 16 条の 2 第 3 項ただし書の国土交通省令」に改める。 

 

附 則 

この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 

 





              － 1 － 

議 案 第 14号  

 

 

   令和 5 年度箱根町一般会計補正予算（第 6 号）  

 

 

令和 5 年度箱根町の一般会計補正予算（第 6 号 )は、次に定めるとこ

ろによる。  

 

 （歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 1,502,601 千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 14,248,035 千円とす

る。  

2  歳 入歳 出 予 算 の 補 正の 款 項 の 区 分 及 び当 該 区 分 ご と の 金額 並 び に

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」によ

る。  

 （継続費の補正）  

第 2 条  継続費の追加は、「第 2 表  継続費補正」による。  

 （繰越明許費の補正）  

第 3 条  繰越明許費の追加及び変更は、「第 3 表  繰越明許費補正」に

よる。  

 （地方債の補正）  

第 4 条  地方債の追加及び変更は、「第 4 表  地方債補正」による。  

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出  

 

 

                 箱根町長  勝  俣  浩  行  



  ( 歳入 )

( 単位：千円 )

 10 国庫補助金 377,240 419,106 796,346

 45 国庫支出金 616,999 419,106 1,036,105

 10 県補助金 249,613 54 249,667

 50 県支出金 440,438 54 440,492

 05 寄付金 1,713,115 102,200 1,815,315

 60 寄付金 1,713,115 102,200 1,815,315

 05 基金繰入金 1,035,929 5,341 1,041,270

 65 繰入金 1,035,929 5,341 1,041,270

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補　正　額 計

      歳        入     合        計                                 12,745,434 1,502,601 14,248,035

 80 町債 782,400 975,900 1,758,300

 05 町債 782,400 975,900 1,758,300

－ 2 －



  ( 歳出 )

 05 総務管理費 3,125,987 111,815 3,237,802

 10 総務費 3,366,857 114,279 3,481,136

    費

 15 戸籍住民基本台帳 67,997 2,464 70,461

 05 社会福祉費 1,357,027 149,355 1,506,382

 15 民生費 2,017,104 149,355 2,166,459

 05 保健衛生費 400,986 4,145 405,131

 20 衛生費 1,816,423 4,145 1,820,568

 05 消防費 1,301,491 2,822 1,304,313

 40 消防費 1,301,491 2,822 1,304,313

款 項 補正前の額 補　正　額 計

( 単位：千円 )

2,336,272

 10 小学校費 272,900

      歳        出     合        計                                 12,745,434 1,502,601 14,248,035

1,232,000 1,504,900

 45 教育費 1,104,272 1,232,000

－ 3 －



(追加）

款 項 事　業　名 総　額 年度 年割額

千円 千円

令和
５年度

1,232,000

令和
６年度

0

令和
７年度

557,000

第２表　継続費補正

1,789,00045 教育費 10 小学校費
学 校 施 設
長寿命化事業

－ 4 －



（追加）
款 項 金　額

千円

10 総務費 05 総務管理費 1,309

10 総務費
15 戸籍住民
   基本台帳費

3,817

15 民生費 05 社会福祉費 45,410

15 民生費 05 社会福祉費 70,110

15 民生費 05 社会福祉費 2,480

20 衛生費 05 保健衛生費 945

20 衛生費 05 保健衛生費 310

20 衛生費 05 保健衛生費 3,200

30 観光費 05 観光費 71,739

199,320

（変更）

事業名 金　額 事業名 金　額
千円 千円

15 民生費 05 社会福祉費
緊急支援給付
金 給 付 事 業

125,443
緊急支援給付
金 給 付 事 業

151,977

第３表　繰越明許費補正

項款
補　正　後補　正　前

定 額 減 税 調 整
給 付 金 給 付 事 業

特 別 支 援 給 付 金 給 付 事 業

省エネ家電買換え促進事業

森 の ふ れ あ い 館 整 備 事 業

合　　　計

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
ワクチン接種体制確保事業

事　業　名

電 子 計 算 処 理 推 進 事 業

戸籍住民基本台帳経常経費

介護保険事業所光熱水費等
高 騰 対 策 支 援 事 業

医 療 機 関 光 熱 水 費
高 騰 対 策 支 援 事 業

－ 5 －



（追加）

（変更）

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 千円

消 防 情 報
機 器 等
整 備 事 業

270,700

証書借入ま
たは、証券
発行

  事業の進
捗その他の
都合によ
り、起債前
借または、
翌年度に繰
り越して借
り入れるこ
とができ
る。

６．０％以
内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　政府資金
について
は、その融
通条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者との融
通条件によ
る。
  ただし、
町財政の都
合により据
置期間及び
償還期限を
短縮し、ま
たは、繰り
上げ償還も
しくは低利
債に借り換
えることが
できる。

268,700

補正前
に同じ

補正前
に同じ

補正前に
同じ

起債の目的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

第４表　地方債補正

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　率 償 還 の 方 法

千円

学 校 施 設
長 寿 命 化 事 業

977,900

証書借入または、証券発行

  事業の進捗その他の都合
により、起債前借または、
翌年度に繰り越して借り入
れることができる。

６．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金について
は、その融通条件によ
り、銀行その他の場合
にはその債権者との融
通条件による。
  ただし、町財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、ま
たは、繰り上げ償還も
しくは低利債に借り換
えることができる。
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１　総括

  ( 歳入 ) ( 単位：千円 )

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計

 45 国庫支出金 616,999 419,106 1,036,105

 50 県支出金 440,438 54 440,492

 60 寄付金 1,713,115 102,200 1,815,315

 65 繰入金 1,035,929 5,341 1,041,270

 80 町債 782,400 975,900 1,758,300

          歳   入   合   計 12,745,434 1,502,601 14,248,035

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

－ 8 －



  ( 歳出 ) ( 単位：千円 )

国県支出金 地方債 その他

 10 総務費 3,366,857 114,279 3,481,136 3,773 0 101,200 9,306

 15 民生費 2,017,104 149,355 2,166,459 151,476 0 0 △2,121

 20 衛生費 1,816,423 4,145 1,820,568 4,145 0 0 0

 30 観光費 1,092,388 1,092,388 3,373 0 0 △3,373

 40 消防費 1,301,491 2,822 1,304,313 2,783 △2,000 0 2,039

 45 教育費 1,104,272 1,232,000 2,336,272 253,610 977,900 0 490

    歳  出  合  計 12,745,434 1,502,601 14,248,035 419,160 975,900 101,200 6,341

款 補正前の額 補正額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源
一般財源

－ 9 －



２ 歳入

10 総務費国庫補助金 46,887 2,464 49,351

15 民生費国庫補助金 24,665 487 25,152

45 教育費国庫補助金 7,185 253,610 260,795

73 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 133,693 159,762 293,455

74 デジタル田園都市国家構想交付金 0 2,783 2,783

                          計 377,240 419,106 796,346

09 民生費県補助金 33,698 54 33,752

                          計 249,613 54 249,667

10 総務費寄付金 4,005 1,200 5,205

35 ふるさと納税寄付金 1,700,000 100,000 1,800,000

50 企業版ふるさと納税寄付金 8,000 1,000 9,000

                          計 1,713,115 102,200 1,815,315

05 財政調整基金繰入金 1,025,650 5,341 1,030,991

                          計 1,035,929 5,341 1,041,270

40 消防債 290,100 △2,000 288,100

45 教育債 51,500 977,900 1,029,400

                          計 782,400 975,900 1,758,300

（款）45 国庫支出金

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

  （項）10 国庫補助金

（款）80 町債

  （項）05 町債

（款）50 県支出金

  （項）10 県補助金

（款）60 寄付金

  （項）05 寄付金

（款）65 繰入金

  （項）05 基金繰入金

－ 10 －



(単位：千円)

区　　　分 金　　額

05 総務管理費国庫補助金 2,464 70 社会保障・税番号制度システム整備費 2,464

   補助金追加

15 児童福祉費国庫補助金 487 05 児童虐待防止対策等総合支援事業補助 487

   金追加

05 小学校費国庫補助金 253,610 30 学校施設環境改善交付金 253,610

05 物価高騰対応重点支援 159,762 05 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交 159,762

   地方創生臨時交付金 　 付金追加

05 デジタル田園都市国家 2,783 05 デジタル田園都市国家構想交付金 2,783

   構想交付金

10 児童福祉費県補助金 54 65 保育所等紙おむつ処分事業費県補助金 54

05 総務管理費寄付金 1,200 05 箱根トラスト推進事業指定寄付金追加 1,200

05 ふるさと納税寄付金 100,000 03 一般寄付金追加 100,000

05 企業版ふるさと納税寄 1,000 05 一般寄付金追加 1,000

   付金

05 財政調整基金繰入金 5,341 05 財政調整基金繰入金追加 5,341

05 消防債 △2,000 15 消防情報機器等整備事業債更正減 △2,000

05 小学校債 977,900 15 学校施設長寿命化事業債 977,900

（款）45 国庫支出金

節
説　　　　　　　　明

  （項）10 国庫補助金

（款）80 町債

  （項）05 町債

（款）50 県支出金

  （項）10 県補助金

（款）60 寄付金

  （項）05 寄付金

（款）65 繰入金

  （項）05 基金繰入金
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３ 歳出

国県支出金 地方債 その他

15 電子計算管 169,049 1,480 170,529 1,309 0 0 171

   理費

35 企画費 905,991 50,741 956,732 0 0 50,741 0

70 諸費 9,915 9,135 19,050 0 0 0 9,135

75 財政調整基 845,330 50,459 895,789 0 0 50,459 0

   金費

        計 3,125,987 111,815 3,237,802 1,309 0 101,200 9,306

05 戸籍住民基 67,997 2,464 70,461 2,464 0 0 0

   本台帳費

        計 67,997 2,464 70,461 2,464 0 0 0

05 社会福祉総 502,294 142,054 644,348 142,054 0 0 0

   務費

（款）15 民生費

 （項）05 社会福祉費

 （項）15 戸籍住民基本台帳費

（款）10 総務費

目 補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

 （項）05 総務管理費

（款）10 総務費

－ 12 －



(単位：千円)

18 負担金補助 1,480 05-01-01 電子計算処理推進事業追加･･･････････････････････････････････････････････1,480

   及び交付金    18-01 負担金追加 1,480 

12 委託料 9,213 05-01-01 箱根トラスト推進事業追加･･･････････････････････････････････････････････1,200

13 使用料及び 40,328    24-01 積立金追加 1,200 

   賃借料

24 積立金 1,200 05-30-01 ふるさと納税促進事業追加･･･････････････････････････････････････････････49,541

   12-01 委託料追加 9,213 

   13-01 使用料及び賃借料追加 40,328 

22 償還金利子 9,135 01-05-01 経常経費追加･･･････････････････････････････････････････････9,135

   及び割引料   （償還金利子及び割引料）

   22-02 過年度過誤納還付金追加 9,135 

24 積立金 50,459 01-05-01 経常経費追加･･･････････････････････････････････････････････50,459

  （積立金）

   24-51 財政調整基金積立金追加 50,459 

12 委託料 2,464 01-05-01 経常経費追加･･･････････････････････････････････････････････2,464

  （委託料）

   12-57 戸籍情報システム関係委託料追加 2,464 

 1 報酬 1,012 05-18-01 特別支援給付金給付事業追加･･･････････････････････････････････････････････45,410

 3 職員手当等 2,580    01-12 会計年度任用職員報酬 337 

 4 共済費 221    03-01 職員手当等 1,290 

 8 旅費 55    04-01 共済費 85 

10 需用費 344    08-02 費用弁償 18 

11 役務費 1,693    10-01 消耗品費追加 128 

（款）15 民生費

 （項）05 社会福祉費

 （項）15 戸籍住民基本台帳費

（款）10 総務費

節

区　分 金　額
説　　　　　　明

 （項）05 総務管理費

（款）10 総務費

－ 13 －



（款）15 民生費

国県支出金 地方債 その他

05

10 心身障がい 335,536 1,043 336,579 0 0 0 1,043

   者福祉費

30 老人福祉費 268,751 6,258 275,009 2,480 0 0 3,778

        計 1,357,027 149,355 1,506,382 144,534 0 0 4,821

05 児童福祉総 164,166 0 164,166 6,446 0 0 △6,446

   務費

10 認定こども 289,392 0 289,392 484 0 0 △484

   園費

15 保育所費 123,047 0 123,047 12 0 0 △12

        計 659,502 0 659,502 6,942 0 0 △6,942

（款）15 民生費

 （項）10 児童福祉費

目 補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

 （項）05 社会福祉費
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(単位：千円)

18 負担金補助 136,149    11-01 役務費追加 225 

   及び交付金    18-01 負担金追加 327 

   18-91 交付金追加 43,000 

05-19-01 緊急支援給付金給付事業追加･･･････････････････････････････････････････････26,534

   10-01 消耗品費追加 84 

   11-01 役務費追加 123 

   18-01 負担金追加 327 

   18-91 交付金追加 26,000 

05-20-01 定額減税調整給付金給付事業･･･････････････････････････････････････････････70,110

   01-12 会計年度任用職員報酬 675 

   03-01 職員手当等 1,290 

   04-01 共済費 136 

   08-02 費用弁償 37 

   10-01 消耗品費 132 

   11-01 役務費 1,345 

   18-01 負担金 795 

   18-91 交付金 65,700 

18 負担金補助 1,043 01-05-01 心身障がい者福祉経常経費追加･･･････････････････････････････････････････････1,043

   及び交付金   （負担金補助及び交付金）

   18-07 障がい者相談支援事業負担金追加 1,043 

18 負担金補助 2,480 05-16-01 介護保険特別会計繰出金追加･･･････････････････････････････････････････････3,778

   及び交付金    27-01 繰出金追加 3,778 

27 繰出金 3,778

05-46-01 介護保険事業所光熱水費等高騰対策支援事業･･･････････････････････････････････････････････2,480

   18-91 交付金 2,480 

財源振替

05-12-01 放課後児童健全育成事業･･･････････････････････････････････････････････財源内訳更正

05-29-01 子育て世帯応援給付金給付事業･･･････････････････････････････････････････････財源内訳更正

財源振替

01-05-01 認定こども園経常経費･･･････････････････････････････････････････････財源内訳更正

財源振替

01-05-01 保育所経常経費･･･････････････････････････････････････････････財源内訳更正

（款）15 民生費

 （項）10 児童福祉費

節

区　分 金　額
説　　　　　　明

 （項）05 社会福祉費

－ 15 －



 （項）05 保健衛生費

国県支出金 地方債 その他

05 保健衛生総 89,573 945 90,518 945 0 0 0

   務費

27 環境保全対 16,697 3,200 19,897 3,200 0 0 0

   策費

        計 400,986 4,145 405,131 4,145 0 0 0

10 観光振興費 234,617 0 234,617 3,373 0 0 △3,373

        計 1,092,388 0 1,092,388 3,373 0 0 △3,373

10 非常備消防 67,415 2,822 70,237 0 0 0 2,822

   費

15 消防施設費 314,026 0 314,026 2,783 △2,000 0 △783

        計 1,301,491 2,822 1,304,313 2,783 △2,000 0 2,039

05 小学校管理 265,452 1,232,000 1,497,452 253,610 977,900 0 490

   費

        計 272,900 1,232,000 1,504,900 253,610 977,900 0 490

（款）45 教育費

 （項）10 小学校費

（款）30 観光費

 （項）05 観光費

（款）40 消防費

 （項）05 消防費

（款）20 衛生費

目 補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

－ 16 －



(単位：千円)

18 負担金補助 945 05-11-01 医療機関光熱水費高騰対策支援事業･･･････････････････････････････････････････････945

   及び交付金    18-91 交付金 945 

 3 職員手当等 181 05-12-01 省エネ家電買換え促進事業追加･･･････････････････････････････････････････････3,200

10 需用費 5    03-01 職員手当等追加 181 

11 役務費 14    10-01 消耗品費追加 5 

18 負担金補助 3,000    11-01 役務費追加 14 

   及び交付金    18-51 補助金追加 3,000 

財源振替

01-05-01 観光振興経常経費･･･････････････････････････････････････････････財源内訳更正

 1 報酬 2,822 01-01-01 報酬追加･･･････････････････････････････････････････････2,822

  （報酬）

   01-53 消防団員出動報酬追加 2,822 

財源振替

05-03-01 消防情報機器等整備事業･･･････････････････････････････････････････････財源内訳更正

11 役務費 34 05-11-01 学校施設長寿命化事業追加･･･････････････････････････････････････････････1,232,000

12 委託料 13,904    11-01 役務費 34 

14 工事請負費 1,218,062    12-01 委託料追加 13,904 

   14-01 工事請負費 1,218,062 

（款）45 教育費

 （項）10 小学校費

（款）30 観光費

 （項）05 観光費

（款）40 消防費

 （項）05 消防費

（款）20 衛生費

節

区　分 金　額
説　　　　　　明

－ 17 －



１.　特　別　職

２.　一　般　職
　（１）総　括

221

給　　　　　与　　　　　費

計
(千円) 

2,641,211

2,637,438

3,773

職員手当等
（千円）

464,737

464,516

0

33,413 2,583

手 当
(千円) (千円) 

16,120

16,120 214,113

0比　　　較 0 0

(千円) (千円) 

33,4131,476

0

125,850

2,193

住 居 管 理 職 員 児 童 退 職

手 当 手 当

214,113

手 当

2,583

特 別 勤 務

(千円) 

手 当
(千円) 

職
員
手
当
等
の
内
訳

区　　分

宿 日 直

手 当

補正後

補正前 1,476 123,657

0

42,559

42,559

0

2,063

2,063

310

323,583

323,893

258

241,607

241,865

手 当
(千円) 

0

55,573

55,573

手 当
(千円) 

手 当

比　　　較 0

31,317補正前 -

-

(千円) 

特 殊 勤 務

手 当
(千円) 

手 当

管 理 職

合　　計

（千円）

3,105,948

3,101,954

3,994

備　考

手　当

（千円）

7,987

7,987

-

-

-

計

職
員
手
当
等
の
内
訳

給 料

（千円）

25,980

-

-

25,980

25,980

-

1,088,064

2,761

地 域

給　料
（千円）

1,341,308

1,341,308

0
(0)

0

-

-

0

比　較

503

501

2

補正前

補正後

手 当
区　　分

扶 養

1,090,825

0

209,078

208,066

1,012

(千円) 

通 勤

(千円) 

期 末

共 済 費

（千円）
報 酬

(千円)

（千円）

45,823

区　分 職員数

（千円）

45,823

0

7,987

7,987

-

86,906

37,682

49,224

その他の
特 別 職

計

9,360

30,088

0

0

0

34,007 152,058

0

-

-

0

2,822 -

0

2,822

0

-

-

-

2,822

-

25,980

0
(0)

0

00

-

6,477

14,251

182,146

0

-

(4.5)
71,375

34,860

（千円）

71,375-

11,856

47,042

14,251

9,360

30,088

22,151

-

(4.5)

-

34,007

37,682

154,880

（千円）

- 52,300

85,626

（千円）

6,477

補正後 31,317

(人) 

-

時間外勤務

(4.5)

-

-

13

2,822

勤 勉

手 当
(千円) 

184,968

85,626

44,220

52,300

0

49,224

34,860

(4.5)

- -

-

11,856

期末手当
（千円）

年間支給率
（月分）

0

-

-

22,151

その他の
地域手当

590

3

補
正
後

補
正
前

計 606

606

長 等

議 員

84,084

区　　分 職員数

(人）

長 等

議 員

その他の
特 別 職

3

13

590

比
較

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

2,822

-

0 0

2,822

備 考

給　与　費　明　細　書

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

合　計共 済 費報 酬
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　（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

３． 会計年度任用職員

区 分

補正後

補正前

比　較

　※本表の数値は、２－（1）総括の内数です。

期末勤勉手当

284千円

会計年度任用職員

期末勤勉手当

2

272,688

149

1,012 － 568 1,580 221

274,489209,078 31,718－ 33,693 242,771

1,801

147 208,066 － 33,125 241,191 31,497

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

計

給　　　　与　　　　費
職員数 共済費 合　計 備　考

（人） 報　酬 給　料 職員手当等

181千円

1,006千円

284千円

会計年度任用職員

1,290 時間外勤務手当

職員手当等 2,761 特別支援給付金
給付事業

定額減税調整給付
金給付事業

省エネ家電買換え
促進事業

1,290 時間外勤務手当

備　　　　　考増 減 額 増減理由別内訳

(千円) (千円) 

181 時間外勤務手当

区　　分 説　　　明

1,006千円

－ 19 －



（単位　千円）

国　県
支出金

地方債 その他

5 1,232,000 253,610 977,900 0 490 0 0 1,232,000 1,232,000 0 68.9%

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

7 557,000 99,200 446,800 0 11,000 0 0 0 0 557,000 31.1%

計 1,789,000 352,810 1,424,700 0 11,490 0 0 1,232,000 1,232,000 557,000 100.0%

45

教
育
費

10

小
学
校
費

学校施設
長寿命化
事 業

前々年
度末ま
での支
出額

前年度
末まで
の支出
(見込)
額

　　　　　継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
　　　　　の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

一般
財源

年
度

全　　　体　　　計　　　画

年割額

当該年度
末までの
支出予定額

翌年度
以降支出
予定額

継続費
の総額
に対す
る進捗
率
（％）

特　定　財　源

左　の　財　源　内　訳
区

分

補

正

額

当該年度
支出

予定額

－ 20 －



（単位 千円）

補正前の額 6,501,195 6,049,549 782,400 656,589 6,175,360

１．普　通　債 補 正 額 0 0 975,900 0 975,900

補正後の額 6,501,195 6,049,549 1,758,300 656,589 7,151,260

補正前の額 2,904,731 2,768,628 51,500 241,607 2,578,521

２． 教 育 補 正 額 0 0 977,900 0 977,900

補正後の額 2,904,731 2,768,628 1,029,400 241,607 3,556,421

補正前の額 1,103,443 950,178 290,100 128,266 1,112,012

９． 消 防 補 正 額 0 0 △ 2,000 0 △ 2,000

補正後の額 1,103,443 950,178 288,100 128,266 1,110,012

補正前の額 7,725,508 7,036,965 782,400 922,700 6,896,665

　　合　　　　計 補 正 額 0 0 975,900 0 975,900

補正後の額 7,725,508 7,036,965 1,758,300 922,700 7,872,565

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高見込みに関する調書

区             分
 前々年度末

現在高
前年度末

現在高見込額

当該年度中増減見込

当該年度末
現在高見込額当該年度中

起債見込額

当該年度中
元金償還
見込額

－ 21 －





 介護保険特別会計 － 1 － 

議案第 15 号  

 

 

令和 5 年度箱根町介護保険特別会計補正予算（第 3 号）  

 

 

令和 5 年度箱根町の介護保険特別会計補正予算（第 3 号）は、次に

定めるところによる。  

 

 （歳入歳出予算の補正）  

第 1 条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 27,717 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 1,428,143 千円とする。  

2  歳 入歳 出 予 算 の 補 正の 款 項 の 区 分 及 び当 該 区 分 ご と の 金額 並 び に  

補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 1 表  歳入歳出予算補正」による。  

 

 

令和 6 年 2 月 21 日提出  

 

 

                  箱根町長  勝  俣  浩  行  



  ( 歳入 )

( 単位：千円 )

 10 基金繰入金 0 7,528 7,528

 05 他会計繰入金 240,945 3,778 244,723

      歳        入     合        計                                 1,400,426 27,717 1,428,143

第１表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補　正　額 計

 05 県負担金 193,949 6,138 200,087

 45 繰入金 240,945 11,306 252,251

 05 支払基金交付金 347,505 7,257 354,762

 25 県支出金 203,989 6,138 210,127

 10 国庫補助金 71,512 418 71,930

 20 支払基金交付金 347,505 7,257 354,762

 15 国庫支出金 289,987 3,016 293,003

 05 国庫負担金 218,475 2,598 221,073

－ 2 － 介護保険特別会計



  ( 歳出 )

款 項 補正前の額 補　正　額 計

( 単位：千円 )

    費

      歳        出     合        計                                 1,400,426 27,717 1,428,143

 10 保険給付費 1,269,000 26,881 1,295,881

 05 介護サービス等諸 1,269,000 26,881 1,295,881

 05 総務費 54,821 836 55,657

 05 総務管理費 43,285 836 44,121

介護保険特別会計 － 3 －



１　総括

  ( 歳入 ) ( 単位：千円 )

款 補 正 前 の 額 補　正　額 計

 15 国庫支出金 289,987 3,016 293,003

 20 支払基金交付金 347,505 7,257 354,762

 25 県支出金 203,989 6,138 210,127

 45 繰入金 240,945 11,306 252,251

          歳   入   合   計 1,400,426 27,717 1,428,143

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

－ 4 － 介護保険特別会計



  ( 歳出 ) ( 単位：千円 )

国県支出金 地方債 その他

 05 総務費 54,821 836 55,657 418 0 418 0

 10 保険給付費 1,269,000 26,881 1,295,881 8,736 0 18,145 0

    歳  出  合  計 1,400,426 27,717 1,428,143 9,154 0 18,563 0

款 補正前の額 補正額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源
一般財源

介護保険特別会計 － 5 －



２ 歳入

05 介護給付費国庫負担金 218,475 2,598 221,073

                          計 218,475 2,598 221,073

25 介護保険電算システム国庫補助金 0 418 418

                          計 71,512 418 71,930

05 介護給付費交付金 342,630 7,257 349,887

                          計 347,505 7,257 354,762

05 介護給付費県負担金 193,949 6,138 200,087

                          計 193,949 6,138 200,087

05 一般会計繰入金 240,945 3,778 244,723

                          計 240,945 3,778 244,723

05 介護保険給付費支払基金繰入金 0 7,528 7,528

                          計 0 7,528 7,528

（款）45 繰入金

  （項）05 他会計繰入金

（款）45 繰入金

  （項）10 基金繰入金

（款）15 国庫支出金

  （項）10 国庫補助金

（款）20 支払基金交付金

  （項）05 支払基金交付金

（款）25 県支出金

  （項）05 県負担金

（款）15 国庫支出金

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

  （項）05 国庫負担金

－ 6 － 介護保険特別会計



(単位：千円)

区　　　分 金　　額

05 現年度分 2,598 05 介護給付費国庫負担金追加 2,598

05 現年度分 418 05 介護保険電算システム国庫補助金 418

05 現年度分 7,257 05 介護給付費交付金追加 7,257

05 現年度分 6,138 05 介護給付費県負担金追加 6,138

05 介護給付費繰入金 3,360 05 介護給付費繰入金追加 3,360

15 事務費繰入金 418 05 事務費繰入金追加 418

05 介護保険給付費支払基 7,528 05 介護保険給付費支払基金繰入金 7,528

    金繰入金

（款）45 繰入金

  （項）05 他会計繰入金

（款）45 繰入金

  （項）10 基金繰入金

（款）15 国庫支出金

  （項）10 国庫補助金

（款）20 支払基金交付金

  （項）05 支払基金交付金

（款）25 県支出金

  （項）05 県負担金

（款）15 国庫支出金

節
説　　　　　　　　明

  （項）05 国庫負担金

介護保険特別会計 － 7 －



３ 歳出

国県支出金 地方債 その他

05 一般管理費 43,285 836 44,121 418 0 418 0

        計 43,285 836 44,121 418 0 418 0

05 介護サービ 1,268,073 26,988 1,295,061 8,774 0 18,214 0

   ス等給付費

10 審査支払手 927 △107 820 △38 0 △69 0

   数料

        計 1,269,000 26,881 1,295,881 8,736 0 18,145 0

 （項）05 介護サービス等諸費

（款）05 総務費

目 補正前の額 補 正 額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

 （項）05 総務管理費

（款）10 保険給付費
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(単位：千円)

18 負担金補助 836 01-05-01 一般管理費追加･･･････････････････････････････････････････････836

   及び交付金   （負担金補助及び交付金）

   18-05 神奈川県町村情報システム共同事業組合負担金追加 836 

18 負担金補助 26,988 01-05-02 介護サービス等給付費追加・更正減･･･････････････････････････････････････････････38,353

   及び交付金   （負担金補助及び交付金）

   18-02 居宅介護サービス給付費負担金追加 20,828 

   18-03 地域密着型介護サービス給付費負担金更正減 △8,855 

   18-04 施設介護サービス給付費負担金追加 29,185 

   18-05 居宅介護福祉用具購入費負担金更正減 △267 

   18-06 居宅介護住宅改修費負担金更正減 △268 

   18-07 居宅介護サービス計画給付費負担金更正減 △2,270 

01-05-03 介護予防サービス等給付費更正減･･･････････････････････････････････････････････△13,192

  （負担金補助及び交付金）

   18-02 介護予防サービス給付費負担金更正減 △10,019 

   18-03 地域密着型介護予防サービス給付費負担金更正減 △2,549 

   18-04 介護予防福祉用具購入費負担金更正減 △167 

   18-05 介護予防住宅改修費負担金更正減 △396 

   18-06 介護予防サービス計画給付費負担金更正減 △61 

01-05-04 高額介護サービス等費追加･･･････････････････････････････････････････････5,087

  （負担金補助及び交付金）

   18-02 高額介護サービス費負担金追加 5,074 

   18-03 高額介護予防サービス費負担金追加 13 

01-05-05 高額医療合算介護サービス等費更正減･･･････････････････････････････････････････････△2,360

  （負担金補助及び交付金）

   18-02 高額医療合算介護サービス費負担金更正減 △2,360 

01-05-06 特定入所者介護サービス等費更正減･･･････････････････････････････････････････････△900

  （負担金補助及び交付金）

   18-02 特定入所者介護サービス費負担金更正減 △900 

11 役務費 △107 01-05-01 審査支払手数料更正減･･･････････････････････････････････････････････△107

  （役務費）

   11-51 介護保険審査支払手数料更正減 △107 

 （項）05 介護サービス等諸費

（款）05 総務費

節

区　分 金　額
説　　　　　　明

 （項）05 総務管理費

（款）10 保険給付費
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議案第 28 号 

 

   損害賠償の額の決定について 

 

 神奈川県人事委員会による懲戒免職処分の修正裁決を受けて復職した職員に

対する給与の遡及支払いに伴う遅延損害金の損害賠償の額について、次のとお

り定める。 

 

1  相手方 

  箱根町消防職員 Ａ 

 

2  損害賠償の額 

  545,444 円 

 

3  事案の概要 

  相手方職員は、令和 2 年 4 月 14 日付けで当町から受けた懲戒免職処分に対

し、神奈川県人事委員会へ不利益処分に関する審査請求を提起し、同人事委

員会において審理された結果、令和 5 年 7 月 5 日付けで「懲戒免職処分を停

職 6 月の処分に修正する」とする裁決がなされたことから、当町に復職した。 

  このことに伴い、令和 2 年 4 月 14 日から令和 5 年 7 月までの間の各給与相

当額の合計 10,784,044 円を令和 5 年 11 月 30 日に遡及して支給したが、対応

する各給与の支払日の翌日から支給済みに至るまで、年 3％の割合による遅

延損害金を支払うものである。 

 

  令和 6 年 2 月 21 日提出 

 

箱根町長 勝 俣 浩 行 

 （提案理由） 

 懲戒免職処分の修正により復職した職員への給与の遡及支払いに伴う遅延損

害金の損害賠償の額を定めることについて、地方自治法（昭和 22 年法律第 67

号）第 96 条第 1 項第 13 号の規定により議会の議決を得る必要があるため、提

案するものである。 


